
mirai4192 / PIXTA

私たちは、
持 続 可 能な社 会を構 築するために、
行 政・NP O・企 業など、
多 様な主 体をつなぎ、
環 境パートナーシップを促 進します。

気候危機時代の防災

2019 年 12 月、国連気候変動枠組条約第 25 回締
約国会議（COP25）が開催された。その中でドイ
ツの環境 NGO「ジャーマンウォッチ」は、2018
年に異常気象による影響を最も受けた国は日本だっ
たと発表した。猛暑や西日本豪雨、非常に強い勢力
を維持したまま上陸した台風 21 号等を理由にあげ
ている。

大型台風などで、気候の変化を実感として持つ人が
増えてきたように思う。本号では、気候変動や防災
をテーマに具体的なアクションを起こしている方々
を紹介する。はじめは小さな取組でも、それが共感
を呼びやがては大きなうねりとなっていく。
気候危機への具体的な「行動」を更に起こしていく
2020 年にしていきたい。
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鼎談―気候危機時代の防災を考える
九州大学工学研究院教授　島谷幸宏氏×NHKエンタープライズ エグゼクティブ・プロデューサー　堅達京子氏×
一般社団法人防災ガール代表理事　田中美咲氏

Local activities　地域の活動から学ぶ
事例1：可能性が広がる電気自動車／日産リーフ
事例2：被災野菜から始まる持続可能な農業／一般社団法人野菜がつくる未来のカタチ

研究者の視点：気候変動と災害リスク軽減の研究を通して、
災害から人々を守れる社会の構築を目指す
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NHKエンタープライズ 
エグゼクティブ・プロデューサー

堅達 京子氏
Gendatsu Kyoko

1988 年 NHK 入局、報道番組のディレ
クターとしてNHKスペシャル等を担当。
2006年以降プロデューサーとして環境
キャンペーンの責任者を務め、「大水
害・大火災」などのドキュメンタリーを
多数制作。

九州大学工学研究院教授

島谷 幸宏氏
Shimatani Yukihiro 

建設省土木研究所、国土交通省九州地
方整備局の武雄河川事務所長を経て現
職。専門は河川工学、河川環境、小水
力発電。住民参加の川づくり、多自然
型川づくり、川の風景テサイン、流域全
体での治水、技術者の技術力向上等に
取り組む。

気候危機時代の防災を考える
大規模森林火災や大洪水など、異常気象に関するニュースが世界各地から頻繁に報告されています。昨年は日本でも複数
の大型台風によって甚大な被害がありました。IPCCの「1.5℃特別報告書」では今後予想される気候変動の影響に備え迅
速なアクションが必要であることが強調されています。このような危機的な時代を迎えた今、日本全体で気候変動や防災
への意識を高め対策を進めるために何ができるのでしょうか。三名の識者から話を伺いました。

聞き手：地球環境パートナーシッププラザ　星野智子　　編集・採録：つな環編集部　　撮影：澤圭太

一般社団法人防災ガール
代表理事

（※2019年12月取材時）

田中 美咲氏
Tanaka Misaki

東日本大震災後「防災があたりまえの
世の中」を目指して2013年に防災ガー
ルを立ち上げる。国際的なPRアワード
IPRA 環境部門 最優秀賞(2017)受賞。
2018 年、Sparknewsが選ぶ世界の女
性社会起業家一位入賞。

鼎談
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危機感の温度差と、新たな視点の必要性	

星野：去年も災害が多く気候変動の影響を痛感させら

れる一年でした。皆さんそれぞれの活動からこの状況

をどう捉えていらっしゃいますか？ 

堅達：日本では未だに地球温暖化と呼ばれていたり、

気候変動という言葉すら定着していない状況ですが、

世界はクライシス（危機）として捉えています。イギ

リスのガーディアン紙は気候非常事態という言葉に変

えました。英オックスフォード辞典は2019年を象徴

する「今年の言葉」に気候非常事態を選びました。ま

たよく使われた言葉としてClimate Strike（気候危

機の対策を訴えるストライキ）もありました。スウェ

ーデンの女子高生グレタ・トゥーンベリさんが始めた

活動がSNSを通じて760万人を超える人たちに広が

りましたが、未来世代の人たちは大人が何も決められ

ず、自分たちに選挙権がない間に事態がどんどん悪化

していくことに対してすごく危機感を持っているので

す。ところがこういった危機感が日本ではまったくと

言っていいほど共有されていません。台風19号など

大きな水害が続けて起こり、東日本で300を超える

川が氾濫するのを見て、おそらく今初めて、多くの人

が「何かがおかしい」「大変なことになるのではない

か」と思ったのではないでしょうか。これまで異常事

態と言われたことが毎年のように起こる時代を生きて

いるという感覚を持って、防災を捉え直していく必要

があります。

島谷：私は河川工学を専門にしていますが、東日本大

震災後は、防潮堤の景観検討委員会の座長をしていま

した。実家が熊本で、熊本地震で周辺地域の70%く

らいが全半壊してしまってからは自宅を復興支援セン

ターにして地区防災を行っていました。翌年、九州北

部豪雨が発生し、勤務先の九州大学に他の先生たちと

復興支援団をつくり、集落単位で何十回も地道に対話

の場を設けてきました。最近は新しい時代のインフラ

として、グリーンインフラ、それから災害に特化した

Eco-DRR（生態系をいかした防災減災）を普及した

いと活動しています。今、雨水の研究をしているので

すが、都市部は雨が降るとほとんど水が浸透するとこ

ろがなく、洪水量が都市化する前に比べて3倍くらい

に増えます。これは気候変動の影響による増水量の増

大の予測よりずっと多いんですね。都市を健全な緑地

にしておけば、雨水も吸収するし、気候変動対策にも

なります。日本は稲作によって繁栄した国家ですが、

稲は水辺、つまり氾濫原の植物でもあり、災害と隣り

合わせ。治水が国家の課題だったので、それに伴う様々

な知恵が歴史的に蓄積されてきたのですが、近代化の

中でほとんど忘れ去られていきました。生態系の力を

得て、生態系そのものを活かしていくことがグリーン

インフラであり、それは国土の在り様そのものの問題

とも言えます。東日本大震災の後に巨大な防潮堤がで

きたのは、災害後の命が大事というムードが漂う中で、

人の暮らしや自然の豊かな恵みということに意識が向

かない状況の中で復興が始まってしまったから。実際、

祭りが残っているような地域は、復興に強いんですよ。

グリーンインフラは生態学、建築学、経済学、土木学

などさまざまな分野の人や住民が一堂に集まって考え

ていくものです。分野の壁を乗り越えて動いていくこ

とが大事だと思っています。

気候非常事態
2009年頃、気候変動に対する抗
議運動においてつくられた言葉。
2016年オーストラリアのデレビ
ン市で気候非常事態宣言が出さ
れたのを皮切りに世界各地に広

がりつつある。日本でも長崎県壱
岐市、神奈川県鎌倉市など複数
の自治体が宣言を採択。

Climate Strike
気候変動の危機を唱えるストラ

イキ。日本では「気候マーチ」と
翻訳されている。

防潮堤の景観検討委員会
東日本大震災後の河川・海岸施
設の復旧時に国土交通省により

設けられた委員会。

グリーンインフラ（グリーンイン
フラストラクチャー）
自然環境が有する多能な機能を
活用した社会資本整備、土地利

鼎談 ― 気候危機時代の防災を考える

用語解説

島谷幸宏氏
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田中：防災ガールという団体は、東日本大震災当時、

まだ大学生だった頃に立ち上げました。「防災があた

りまえの世の中」を目指して、ビジネスの視点から防

災に取り組もうと、グッズやコンテンツの開発などに

取り組んでいます。例えば日本ライフセービング協会

と連携して、海にいてサイレンが聞こえないサーファ

ーや、視聴覚障害者、お年寄りにとっても分かりやす

いサインになるオレンジフラッグという津波の発生を

伝える仕組みを作ったりもしました。今の防災訓練は

関東大震災当時の防災を想定したままで、私たち若い

世代の感覚と合っていないと感じます。「おかし（お

さない・かけない・しゃべらない）」と教えられても、

そもそも何故それが必要なのかを考えることをしない

ので、臨機応変な対応ができないのです。災害ボラン

ティアのプロフェッショナルや専門家の持つ知識や情

報も、膨大にあるけれど受け手には伝わりにくいもの

が多いです。そこで、インフォグラフィックスやピク

トグラムで表現することで若者にも伝わる言葉にする

など、情報の翻訳をしています。気候変動に関しては、

私たちの世代はグレタさんの他、国連気候変動サミッ

トで詩を読んで注目されたマーシャル人のキャシー・

ジェトニル＝キジナーさんに共感しています。上の世

代は、防災は防災、気候変動は気候変動と切り分けて

いる方が多いと感じますが、すべての課題は繋がって

いて、一つだけ解決しても意味がない。自分たちだけ

ではなく、コレクティブインパクトをどう生み出して

いくのか、企業やアクティビストをどう巻き込んでい

くかを考えることが大事だと思っています。

現代の文脈で危機を捉えなおす

島谷：朝倉市（福岡県）が、九州北部豪雨により数百

年に一度というレベルの水害で地形が完全に変わって

しまったのを目撃して大変な衝撃を受けました。伊勢

湾台風（1959年）も高潮が被害を大きくした原因で

したが、東京の低地も大きな被害が予想されます。高

潮災害で問題になることの一つが避難です。災害後の

災害研究の対象はほとんどが避難所ですが、自治会や

集落に焦点を与えることが重要です。都会でいうと自

治会の単位で地区防災対策を考えることが必要です。

避難をどうするのか、コミュニティや暮らしをどうす

るのかを考えていかなくてはなりませんが、新興住宅

地はコミュニティのつながりが薄く、地形としても脆

弱と言われてきた場所に多くあります。ここを議論し

ていく必要があります。

堅達：東京も人が住まない前提だった土地に今はたく

さんの住宅や工場ができて、地盤沈下が起きました。

そこに高潮がくるというダブルパンチになると言われ

ています。都市開発と気候変動は合わせ技で考えてい

くことが必要ですね。ニューヨークのマンハッタンで

は、ハリケーン・サンディの後に、当時のオバマ大統

領が世界の専門家に呼びかけて、復興計画をコンペテ

ィション方式で募集（Rebuild by Design）したんで

す。水没して8兆円の被害が出たマンハッタンですが、

地区ごとに何十回もコミュニケーションのためのミー

ティングを設けて様々なアイデアを聞き、そこからみ

んなに選んでもらう方式にしました。結果として、巨

大防潮堤ではなく、災害時に防潮堤になる公園をつく

る案などが選ばれました。ドイツのハーフェンシティ

という地域でも、普段は水と触れあえる空間でありな

がら、災害時には海水に沈むエリアをつくり、上層階

用の考え

Eco-DRR（生態系をいかした防
災減災）
健在な生態系の持つ多様な機能
を防災・減災に活用すること。健

全な生態系の維持は平時におい
てもさまざまな生態系サービス
をもたらすこと、地元にある技術
や材料、伝統的知識をいかした
実践が可能であること、事業費や
維持費が安価であることなどの

メリットがある。

インフォグラフィックスやピクト
グラム
インフォグラフィックスとは、イ
ラストやグラフ、図を使って情報

やデータを視覚的に表現したも
の。ピクトグラムとは、情報や注
意を示すために使われる絵文字
などの視覚記号。

用語解説

堅達京子氏
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に垂直移動できるようなデザインを採用しています。

ロンドンのテムズ川には巨大な防潮堤がありますが、

災害時に守る地域と、洪水が起きたら浸水する地域と

をゾーニングして切り分けています。守られる地域と

守れない地域の格差をどうするかについては難しい合

意形成が必要で、コミュニケーションの場を何度も設

けました。防災にはコミュニケーション能力とコミュ

ニティ形成能力が問われるのだと思います。

島谷：グリーンインフラやEco-DRRに関して、先進

国のなかで伝統的な技術が残っているのは日本だけな

んです。けれども、例えば霞堤についても、どんな機

能を持っていてどのような利点があるのかということ

はあまり知られていません。

堅達：台風19号でも遊水池があったことで救われた

土地も多かったですが、一般にはあまり知られていな

いですよね。

星野：ものごとの捉え方を広げていくことが必要とい

うことですね。田中さん、若い世代の人たちはどのよ

うに考えているのでしょうか？

田中：「大手企業に入れば安泰」という価値観が崩れ

た後の不確定要素に包まれた時代を生きているので、

今まであったものを全て信じてはいけないという感覚

を共有していると思います。それは、「防災とは何か」

ということについても言えることで、防災ガールでは

災害を、「自然災害も人災も含め、人にとってしあわ

せな状態を破る原因を含むもの」として捉えています。

堅達：近年、防災学会が「自分の命は自分で守る」と

いう強いメッセージを発信し続けていますが、想定外

の災害が起こる時代では、自分の頭で考えない限り命

は守れないですよね。避難することが安心かどうかも

分からないし、災害が去った後しばらくの間どうやっ

て生き延びていけばいいかも分からない。場合によっ

ては数日前から避難のための移動を始めなくてはなら

ないかもしれません。ハードだけで対策できないこと

はソフトパワーでどう対応するか、普段からイメージ

トレーニングすることが大事ですね。

地域と暮らしの起点から考える

島谷：災害後の復興段階でも課題が多いですね。自治

体に負担がかかりすぎるので、第三セクターをつくる

などしてより良い方法が取れると思うのですが。

堅達：予算も単年度単位でいいのか。地域も「流域」

という視点から捉えていくことが必要です。

島谷：地域の人はコンクリートで水辺や山を固める復

興を求めていないことが多いです。復興の過程で都会

の人が美しい風景がないと住みつかないということを

知っています。

田中：東北の多くの被災地も、復興により近代的な宇

宙空間のようになってしまい、元々あった良さが失わ

れたように感じます。

堅達：巨大な予算が動いても本当に必要な場所には届

いていなかったり、予算がない分、知恵で乗り越えよ

うと思ってもセクショナリズムが強くて難しかったり

します。防災をきっかけに、安全なまち、暮らしやす

いまちとは何かという観点から各分野をつないでいく

ことで、お年寄りの一人暮らしの問題や子育てなども

含めた、地域のいろいろな課題を同時解決することが

できると思うのです。

島谷：福岡市の民家を改装した「あめにわ憩いセンタ

ー」という交流拠点では、雨水を使って多世代で庭を

つくっています。お年寄りから若者まで楽しんで活動

キャシー・ジェトニル＝キジナー
マーシャル諸島の環境活動家・
詩人。日系マーシャル人。2014
年9月、国連気候変動サミットで
娘のために書いた詩を読み上げ、
故郷の危機を訴えた。

コレクティブインパクト
立場の異なる組織（行政、企業、
NPO、財団、有志団体など）が、
組織の壁を超えて互いの強みを
いかし社会課題解決に取り組む
こと。集合的(コレクティブ )に

インパクトを起こすことを目指す。

Rebuild by Design
オバマ大統領によって設立された
ハリケーン・サンディの復興タス
クフォース（連邦政府住宅都市開

発省長官が座長）が立ち上げたプ
ロジェクト。行政、学界、経済界、
慈善団体、市民らの協力のもと、
復興計画をコンペティション方式
で募集し、災害に襲われても復旧
しやすいまちづくりを目指した。

田中美咲氏

鼎談 ― 気候危機時代の防災を考える
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して、風景もきれいになって、すごく良いんです。

堅達：気候変動の問題を取材すると「自分たちのまち

を自分たちで選ぶ」という意識から全てがつながって

いると感じます。ところが日本では、気候変動が高い

優先課題であるはずなのに「政治は政治」「気候変動

は気候変動」というように、ものごとが切り離されて

考えられている。ちゃんとした議論の場もなければ市

民の声も伝わってこない。これをどう突破していける

かだと思います。

島谷：僕は大学の役割も大きいと思っています。地域

の方々は、行政から専門的なことを言われると怯んで

しまう。そういうときに大学の先生が住民側の立ち位

置で入るとちょうど五分五分くらいになるんです。こ

れからの大学の役割は地域に入ること。特に防災に取

り組む人は、研究でシミュレーションをしているだけ

ではなく、地域に入って欲しいと思っています。

新たな前提で、パートナーシップを問う

星野：田中さんは、防災業界がより活性化していくよ

うに、2020年3月11日に防災ガールを有機的解散す

ることを決めたそうですね。皆さんにお伺いしたいの

ですが、新しい時代の防災を考えるにあたり、どうい

った連携が必要になっていくとお考えですか？

田中：国の力が弱まっている中、一国のGDPより大

きな規模の企業が生まれています。国の変化を待ち意

見するよりも、企業と連携し国や社会を変えるほうが、

スピードも速くインパクトも大きいと思うのです。企

業が防災に取り組むといっても単なるグッズ開発や避

難訓練だと思われていたり、ビジネスにならないと思

われがちですが、社会システムを変える働きかけや、

様々なステークホルダー・社員の意思を変えていくこ

とも大事だと思います。

堅達：確かに、災害時の帰宅困難者のために企業が自

社を解放するといったこともありますよね。2019年

12月にNHKで放送した首都直下型地震に関する連続

番組では、専門家の先生の知恵を結集してビジュアル

なシミュレーションをつくることによって、誰も想定

していない落とし穴に気づくことができました。この

ように物事の全体最適を見ていくには、まさに色々な

専門性を持った人とのパートナーシップが必要だと思

いますね。

星野：世代を越えた連携についてはいかがですか？

田中：2019年11月に世界防災フォーラムで登壇させ

てもらったのですが、海外ではほとんどないですが、

日本では経験豊かな先輩方であっても「若いからよく

分かっていない」「女の子だから分からない」などと、

世代や性別だけで判断されることもまだまだあります。

その空気感や大人たちの姿勢も多世代コミュニケーシ

ョンを難しくさせることにもなると感じています。

島谷：若い人の意見も聞いて一緒にやっていかないと、

本当の防災ができないですよね。

堅達：阪神淡路大震災から二十五年もたつのに、「耐

えることが美徳」という考えが変わらず、避難所の状

況も改善できていないのかもしれないですね。

田中：どちらの意見にも耳を傾ける、対話の場がある

といいなと思います。

堅達：気候変動はここまで進んでしまっていますし、

残念ながらこれから益々災害が増えていきます。この

時代に生きる上で、CO2 を減らすという緩和はもち

ろん、災害に備える適応策がとても大事です。想定を

超えた事態に備えてどのように連携し対策していける

のかを真剣に考えていく必要がありますね。

霞堤（かすみてい）
堤防のある区間に開口部を設け、
上流側の堤防と下流側の堤防が
二重になるようにした不連続な
堤防。洪水時には開口部から水が
逆流して堤内地に水を貯め、下流

に流れる洪水量を減少させる。

世界防災フォーラム（World 
BOSAI Forum 2019）
スイスの防災ダボス会議と連携
し、国内外から産・官・学・民の

防災関係者が集まる日本発の国
際フォーラム。2019年11月に仙
台で開催され、世界42ヶ国・地
域から1000人近い防災関係者が
集まった。

用語解説
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鼎談 ― 気候危機時代の防災を考える

気候変動による様々な影響

　2018年10月に気候変動に関する政府間パネル

(IPCC)が発表した「1.5℃特別報告書」は、第5次評

価報告書統合報告書以降の最新の科学的知見として以

下をあげている。

•	 人為的な活動により、 工業化以前と比べ現時点

（2017年）で約1℃温暖化しており、現在の進行速

度で温暖化が続けば、2030年から2052年までの

間に1.5℃に達する可能性が高い。

•	 現在と1.5℃の温暖化の間及び1.5℃と2℃の地球温

暖化との間には、地域的な気候特性における影響に

明確な違いがある。なお、1.5℃上昇と2℃上昇の

影響予測の違いの例としては、以下のものが挙げら

れる。

－人が居住するほとんどの地域での極端な高温の増

加

－海水面の上昇（1.5℃の場合、2℃よりも上昇が

約0.1m低くなる）

－陸域における生物多様性及び生態系に対する影響

（1.5℃の方が種の喪失は小さい）

－夏季における北極の海氷の消滅（2℃だと10年

に1回、1.5℃だと100年に1回程度）

－サンゴ礁への影響（2℃だとほぼ全滅、1.5℃だ

と70 ～ 90％死滅）

•	 将来の平均気温上昇が1.5℃を大きく超えないよう

な排出経路は、2050年前後には世界の二酸化炭素

排出量が正味ゼロとなっている。

•	 上記を達成するには、エネルギー、土地、都市及び

インフラ（運輸と建物を含む）、並びに産業システ

ムにおける、急速かつ広範囲に及ぶ移行が必要であ

ろう。

•	 パリ協定の下で各国が提出している目標による

2030年の排出量では、1.5℃に抑制することはでき

ず、将来の大規模な二酸化炭素除去技術の導入が必

要となる可能性がある。

データで見る気候変動の影響

参考：令和元年版　環境・循環型社会・生物多様性白書
https://www.env.go.jp/policy/hakusyo/r01/html/hj19010201.html
https://www.env.go.jp/policy/hakusyo/r01/html/hj19020101.html

　2015 年 3 月、中央環境審議会によって「日本における気候変動による影響の評価に関する報告と今後の課題に

ついて」（気候変動影響評価報告書）が取りまとめられ、環境大臣に意見具申がなされた。

　重大性（気候変動は日本にどのような影響を与え得るのか、また、その影響の程度、可能性等）、緊急
性（影響の発現時期や適応の着手・重要な意思決定が必要な時期）及び確信度（情報の確からしさ）。

07



有する。蓄電器に貯める電気がどの

ようにして作られているか、またリ

チウムイオンバッテリーの製造と使

用過程における環境負荷といった課

題もあるが、カーボン・ニュートラ

ル社会への移行の中で、EVが現状

果たしうる役割について、社会全体

のレジリエンスの観点から紹介をし

ていく。

地域とつながる	
「ブルー・スイッチ」

　2010年に国内EVのさきがけの

一つともなる初代「リーフ」が販売

された。販売当初は一回の充電によ

る航続距離や充電スタンドの設置数

等といった不安要素が普及の障害と

なったが、2019年にデビューした

　気候危機はあらゆる既存のビジネ

スに対して変革を求めており、温室

効果ガスの主要な排出源の一つであ

る自動車産業に対する社会の目は厳

しい。国内屈指の自動車メーカーで

ある日産自動車は、2017年から

2022年までの中期環境行動計画

「Nissan Green Program 2022」

の4つの取組課題の一つに「気候変

動」を掲げ、バリューチェーン全体

でのCO2排出の削減を目指す。特

に走行（使用）時に占める環境負荷

が高い中で、走行時のCO2排出が

ゼロになる電気自動車（EV）は、

気候変動対策の主役だ。また、さら

なる付加価値として、必要な設備さ

えあればEVを非常用電源として利

用することができるという可能性も

最新モデルリーフe+（イープラス）

では航続距離が最大570km(JC08

モード)458km(WLTCモード)ま

で向上し、国内の急速充電・普通充

電のスタンドは約3万基になるなど、

EV利用のハードルは格段に低くな

っている。その結果、現在日本に流

通しているリーフの台数は約10万

台にまで広がった。

　この10万台を単純に自動車とし

て利用するだけではなく、地域課題

解決のツールにする“日本電動化ア

クション「ブルー・スイッチ」”が

2018年に始まった。ブルー・スイ

ッチは、自治体や企業と日産とが協

定を結び、災害による停電が発生し

た際、当該地域の日産販売会社が保

有するリーフを避難所や自治体が指

可能性が広がる電気自動車／
日産リーフ

地 域 の 活 動 か ら 学 ぶ

国内事例
in Japan

1

白いリーフからミニライブ音響と、左のふたつのテント、奥のキッチンカー（冷蔵庫、保温ジャー、照明）に電力供給を行う。（いわむロックFESTIVAL2019にて）
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定する場所に派遣して必要な電力を

供給することに加え、その他地域特

有の様々な課題に取り組んでいる。

例えば沖縄県名護市との協定では、

頻繁に来る台風の被害予想に応じて、

停電地域にリーフを派遣する体制を

整えながら、平時には那覇空港から

県内観光地への公共交通機関が限ら

れるという、いわゆる二次交通問題

への解決策として活用されている。

また、福島県の浜通りでは「はまモ

ビ」プロジェクトを立ち上げ、東日

本大震災の影響で今なお一部不通が

続くJR常磐線を補完する、バスに

加えた交通手段としてリーフを活用

している。

　これらの地域に合わせた多様な使

い方について、「売上や広告のこと

だけではなく、EVの未来を考える

ことに共感した自治体や企業とのパ

ートナーシップで「ブルー・スイッ

チ」は成り立っています」と日本

EV事業部マーケティングマネージ

ャーである島村盛幸氏は語る。

様々な活躍のシーン

　2019年に関東甲信越や東北地方

を中心に深刻な被害をもたらした台

風15号・台風19号では、約50台

のリーフが千葉県に派遣された。4

人家族の家庭2 ～ 4日分を賄える大

容量蓄電池を搭載するリーフは、通

電している場所から電気を停電して

いる場所へ大量に輸送し、現場の復

旧に大きく貢献した。

　また、環境やエネルギーを考える

きっかけとして、野外音楽イベントで

もリーフが活用された。新潟県で開催

され た「 い わむロックFESTIVAL 

2019」である。通常使用されるガ

ソリン発電機の代わりに、リーフが

使われた結果、音楽以外の発電にか

かる騒音が格段に静かになった。通

常は考えられないことだが、台風接

近により中止になった2日目に出演

予定だったアーティストたちが、1

日目にアコースティックのゲリララ

イブを実施することが出来るほどに

静かな環境だった。島村氏はその状

況を「野外の音楽イベントのあり方

が変わるかもしれない」と振り返る。

資源が豊富な新潟で多様な文化・分

野のミックスを目指している、いわ

むロックの趣旨にも合致したエネル

ギーの利用だった。

自動車利用の	
文化が変わる

　前述のように、リーフは自動車と

して以上に様々な可能性を秘めてい

るが、ガソリン車と比較して自動車

単体の価格は高い。そこで、所有す

るのではなく、レンタルで利用する

という手段もある。日産のカーシェ

アリングサービス「e-シェアモビ」

ではリーフをはじめとする電気自動

車を手軽に利用することが出来る。

「ブルー・スイッチ」においても、

平日は公用車・社有車として使用し

ながら、休日は一般に開放するなど

して利用のすそ野拡大とコスト削減

をねらっている。また、「e-シェア

モビ」の利用者層を見ると約4人に

1人が20代、約10人に1人が学生

であり、EVが若い世代にとって初

めての車もしくは親しみのある車に

なりつつある。シェアリングエコノ

ミーの拡大に伴って、この流れはま

すます大きくなるだろう。

　実は前述の千葉県や新潟県でリー

フが活用された事例では、日産販売

会社だけではなく、リーフオーナー

の有志が自らの所有車を提供してい

る。EVに対して愛着を持っている

オーナー達がその意義を発信するこ

とに積極的に関わってくれるという。

社会全体の持続可能性を考えた時に、

EVはまだ万能ではない。しかしな

がら、人やモノの移動における環境

負荷軽減と直面する災害への対応と

いった点において、日産の取組は自

動車と人との新たな付き合い方にチ

ャレンジをしている。

台風被害を受けた千葉の公民館に電力を供給
するリーフ。

EVや充電器の普及などを通じて地域課
題解決に貢献することがブルー・スイッ
チの基本コンセプトである。
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　千葉県育ちの安藤共人氏は、直ち

に被災農家の支援をスタートした。

ビニールハウス解体撤去のボランテ

ィアで出会った、フードロスに関心

が高い鳥海孝範氏と意気投合し、共

同代表としてチバベジを立ち上げた。

　被災した野菜は多少傷があっても、

味には全く問題がない。そこで傷や

変形があり流通できない被災野菜を

農家から買い取り、スーパーや飲食

店に販売するだけでなく、野菜をジ

ャムやピクルスなどの加工品にして

販売し、売上を農家へ還元している。

農業を持続的にするために、利益率

が高く保存のきく加工品は大きく貢

献する。例えば再び被災して野菜が

出荷できなくなった時も、加工品の

売上でその分のマイナスを補うこと

ができる。また、保存がきくので被

災した時に食べられるというメリッ

トもある。

　台風や何らかの災害が起こるごと

に、手間暇かけて作ってきた野菜が

流通できず捨てられてしまう。こう

した野菜を救うことで被災農家を支

援し、持続可能な農業の仕組みづく

りを目指して立ち上げたプロジェク

トがチバベジだ。

被災野菜を救う

　千葉県は農業産出額でみると全国

3位の農業県で、首都圏の食を支え

ているといわれている。2019年9

月9日、台風15号が直撃し農業は

甚大な被害を受けた。この台風によ

る千葉県の農林水産被害額は過去最

高の427億5500万円（10月11日

付千葉県発表）にものぼる。暴風雨

の影響からビニールハウスの多くが

倒壊し、生産意欲をなくした農家も

多い。

　こうして今では約30の農家と、

飲食店や直売所など約20の販売先

と提携し支援の輪が広がっている※。

※2019年12月時点。

見た目で選ぶことをやめて	
廃棄野菜をなくす

　例えばフランスではマルシェでの

量り売りが一般的で、大小様々な野

菜が販売されている。一方、日本の

スーパーにはきれいで統一された形、

大きさの野菜が並ぶ。何故だろうか。

今の流通の仕組みでは、効率的かつ

計画的に野菜を出荷する必要性から、

段ボールに入らないものは「規格外」

としてはじかれてしまう。それらは

市場に出回らず、消費者の目に触れ

る機会はない。更に、消費者の習慣

として、傷があるものよりも綺麗な

野菜を選ぶ傾向がある。「昔はもの

を大事にする“もったいない”文化

被災野菜から始まる持続可能な農業／
一般社団法人野菜がつくる未来のカタチ

地 域 の 活 動 か ら 学 ぶ

国内事例
in Japan

2

代表理事の安藤共人氏と鳥海孝範氏
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「チバベジラボ」をオープンした。

ここでは野菜をテーマに、思わず覘

きたくなるような様々なブースが展

開されている。例えば毎週土曜日は

マルシェが開かれ、規格外の野菜で

つくった加工品などが販売される。

ここで買った野菜を食べてもらうこ

とが、味や栄養は変わらないという

事実を伝えるきっかけになる。土に

埋まった野菜を引き抜く楽しい体験

ができる一角もあり、子どもにとっ

ての食育の場となっている。また、

生産者の方々と直接会うこともでき

る。言葉を交わす中で、生産者の思

いや苦労を知ると、野菜や農家への

意識が変化し、野菜の購入者が増え

ていく。その農家が被災した際には、

彼らが自主的に被災地を訪れ助けに

行くようになるという。

　近くに住む人や遊びにきた人、駅

周辺に勤務する人など、様々な人が

訪れる千葉駅のコミュニティ。安藤

氏が大事にしているのは、拠点から

20キロ圏内程度の地域だ。足をの

ばせば行ける距離なのだという。そ

があり、例えば米を収穫したら藁ま

で飼料や様々な生活用品に利用し廃

棄するものはほとんど無かった。今

はそうした文化も徐々に失われてい

る」と安藤氏は言う。更に、「見た

目で選ぶことをやめて廃棄野菜をな

くしたい。道の駅やスーパーなどに

も規格外野菜の販路はあるが、ただ

売るだけでは思いが伝わらない。そ

の為に大事なのが地域のコミュニテ

ィ。コミュニティの中で”伝える”

活動を地道に広げていく必要がある」

と語る。

千葉駅の改札前にオープ
ンした野菜で創るコミュ
ニティ

　そこで安藤氏は、2020年1月、

千葉駅の駅ビル「ペリエ千葉」に

規格外の野菜を「チバベジ」と銘打って販売し
ている

千葉駅にオープンした「チバベジラボ」のイメージ図

の中で、様々な人が集い、市民が自

由に発信していくことがムーブメン

トとなり、文化が出来ていくという。

このように野菜を入口に、日常を少

しだけプラスにしながら、皆が幸せ

になるデザインを作っている。

　来年以降も大型台風は来るかもし

れない。高齢化が進む中で、農家の

廃業が益々進むことが危惧されてい

る。安藤氏は、「被災してからの対

策ではなく、また災害は来るかもし

れないものとして、予め対策を講じ

る必要がある。農家を支える仕組み

があり、地域の中で農家が守られて

いけば、野菜作りに適した良い土を

持つ千葉で新規就農にチャレンジす

る人も現れるだろう。そうすれば地

域の中でお金が流れ、持続可能な地

域になる」と意気込む。千葉駅での

コミュニティづくりは、災害発生時

にも強い地域づくりに繋がるだろう。

　被災農家と支援する人々の『つな

がり』を深めていく、チバベジの活

動に期待が集まる。
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UNU-IASにおける、	
気候変動と防災分野での研究活動
　現在私が所属している国連大学サステイナビリティ

高等研究所（UNU-IAS）は、世界に14ある国連大学

の研究機関の１つとして、サステイナビリティ（持続

可能性）およびその社会的・経済的・環境的側面につ

いての研究・教育活動・政策提言を行っています。そ

の活動は、持続可能な未来の構築への貢献を目指し、

「持続可能な社会」、「自然資本と生物多様性」、「地球

環境の変化とレジリエンス」という3つのテーマに沿

って進められています。私自身は、「地球環境の変化

とレジリエンス」に関連する課題を対象に2017年か

らUNU-IASで研究・教育活動を続けてきました。

　まず、私が取り組んでいる事業の具体的な例をご紹

介したいと思います。

　一つ目は、災害リスク軽減という目的のために、ど

のように最新の科学技術を役立てていけるかを考える、

というものです。災害による被害を減らし、災害リス

クを最小限に抑えることは、持続可能な開発にも不可

欠な要素です。現在、国際的な防災指針とされている

のは2015年開催の第3回国連防災世界会議において

採択された「仙台防災枠組2015-2030」 ですが、そ

の枠組みの中でも、イノベーションと科学技術をより

広く一般に利用できるようにすること、また災害リス

ク軽減のための投資を行うことは、災害管理上、費用

対効果が高い、と強調されています。イノベーション

の重要性については、昨年私が共著者として出版した

「 災 害 リ ス ク 軽 減 の た め の30の イ ノ ベ ー シ ョ ン 」

（2019） において、最新技術を利用した製品や取り組

みに注目して、イノベーションと科学技術が災害リス

クを軽減するために既に大きな成果を上げている現状

を実例と共に示し、また今後さらなる活用を促進して

いく必要性があることを指摘しました。

　二つ目に挙げたいのは、私が2016年から執筆者の一

人として携わっている、気候変動に関する政府間パネ

ル（Intergovernmental Panel on Climate Change = 

IPCC）評価報告書の作成事業です。IPCC評価報告書

は、政策を決定したり気候変動交渉に携わったりする

立場にある政府関係者やステークホルダーに、気候変

動に関する最新の科学的知見を伝えることにより、各

国政府の気候変動政策の決定に科学的基礎を与える役

割を果たすもので、約7年ごとに作成・公表されます。

2018年に公表されたIPCC「1.5℃特別報告書」 は、

地球の平均気温の上昇を産業革命以前と比べて1.5℃

以内に抑えることが人間と自然生態系にとっては明ら

かに有益であることを述べ、気候変動の抑制に関する

国連気候変動枠組条約に基づくパリ協定（2015年採

択）において定められた気温目標を達成するための方

GLOBAL VIEW

気候変動と災害リスク軽減の研究を通して、
災害から人々を守れる社会の構築を目指す

研究者の視点

リヤンティ・ジャランティ（Riyanti Djalante）

国際防災デー（10月13日）を記念して2019年10月に開催したシンポジウム会場にて、参加者と共に。国際防災デーとは、災害の軽減や災害への心構えを含
む防災文化の国際化促進を目指して定められた日です。

国連大学サステイナビリティ高等研究所（UNU-IAS）アカデミック・プログラム・オフィサー
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策を論じています。

　ここで強調しておきたいのは、近年度重なる災害は

気候変動によって引き起こされている、あるいはその

規模が大きくなっている場合が多くあり、気候変動と

防災の研究は密接に関係するものだということです。

スマトラ島沖地震被害の経験が、気候変動・	
防災分野での研究の道を選ぶ契機となった

　私がこのような気候変動・防災分野での研究の道に

進むことを選んだ大きなきっかけの一つに、私の出身

地であるインドネシアが非常に深刻な被害を被った、

2004年のスマトラ島沖地震の体験があります。当時

私は、インドネシア・スラウェシ島の地方政府災害管

理部で、開発計画および実施の仕事に携わっていまし

た。地震、津波による最大の被害を受けたスマトラ島

での惨状をはじめ、人々が災害によって甚大な被害を

被る状況を間近に見聞きする中で、防災分野の重要性

を痛感し、研究者としての道を志すようになりました。

その後、オーストラリアのマッコーリー大学にて博士

号を取得し、ドイツ・ボンの国連大学 環境・人間の

安全保障研究所（UNU-EHS）での研究職等を経て、

UNU-IASでの現職に就くため2017年に来日しました。

日本の災害リスク軽減対策に学ぶ

　日本は、災害リスク軽減の研究分野では世界でも最

新の情報および技術を誇る国です。その日本において

災害や防災研究の専門家と共に事業に携わる中で、私

は災害リスク軽減について多くを学んでいます。さら

に、日本政府の防災・減災の方針を知ることも、私の

研究にとても役立っています。これらの知見をもって

少しでも災害への備えに貢献したいと思っているので、

気候変動に関する政策立案者や、地元のコミュニティ

の方々と実際にお会いして、研究者の視点から災害の

現状や防災対策についてお話する機会を持てるのはと

ても嬉しいことです。

災害リスク軽減を目指す研究活動が、	
人道的な貢献に繋がることを願う

　ただし、研究を続ける上で、難しい状況にあると感

じる時もあります。気候変動をめぐる現状は、決して

楽観的なものではありません。気候変動によって引き

起こされている洪水、台風その他の異常気象を原因と

する災害による被災者の数は上昇を続けています。前

述のIPCC「1.5℃特別報告書」においては、今後さ

らに気候変動が進行し、突発的な異常気象も多くなる

ことが予想されています。一方で、各国政府が気候変

動に迅速に対処する決断をしない場合も多く見受けら

れます。このような現状にはもどかしさを感じます。

気候変動とそれによってもたらされる災害は、人類が

現在直面している最も重要な課題の一つであると言っ

ても過言ではありません。災害は、人命、健康、経済、

文化、環境に大きな損害をもたらします。中でも最も

被害を受けるのは、災害リスクに対し脆弱性の高い国、

特に開発途上国に暮らす、貧しい人々です。私の気候

変動・防災分野での研究が、これら弱い立場に置かれ

た人々の災害リスクを軽減し、人道的な貢献に繋がる

ことを強く願っています。今後も、災害リスク軽減の

ための政策や行動に資することを目指し、研究や現場

での活動を続けていきたいと思います。

災害に強い社会を目指すためには

　どのような国やコミュニティにおいても、社会にお

けるサステイナビリティの実現を目指すためには、防

災は不可欠な要素です。重要なのは、弱い立場の人々

が取り残されることのないよう、経済と自然環境との

バランスを保つ方法を模索することです。また、災害

による被害を最小限に抑えるためには、起こってしま

った災害に対処する短期的な対策ではなく、潜在的な

災害リスクを想定したインフラへの投資等を含め、長

期的な施策が必要となります。そのためには、一人ひ

とりが気候変動や災害についての関心を深め、知識を

得て、防災意識を高めていくことが不可欠です。そし

て、自らの選択がコミュニティの中で持つ意味を考え

て、災害に強い社会の実現に向けて働きかけ、行動し

ていく必要があると思います。

[協力：国連大学サステイナビリティ高等研究所（UNU-IAS）]

マッコーリー大学（オーストラリア）にて博士号を取得。
2017年7月から、UNU-IASにてアカデミックプログラ
ムオフィサーとして研究・教育活動に従事。2016年より
気候変動に関する政府間パネル（IPCC）報告書の執筆
に携わるほか、統合防災研究計画（IRDR）の科学委員
のメンバーなども務める。国籍はインドネシア。

リヤンティ・ジャランティ

※1： 仙台防災枠組2015-2030（仮訳）, https://www.mofa.go.jp/mofaj/
files/000081166.pdf
※2：Thirty Innovations for Disaster Risk Reduction, https://collections.unu.edu/
view/UNU:7274
※3：Global Warming of 1.5°C an IPCC special report on the impacts of global 
warming of 1.5°C above pre-industrial levels and related global greenhouse gas 
emission pathways, in the context of strengthening the global response to the 
threat of climate change, sustainable development, and efforts to eradicate 
poverty, https://www.ipcc.ch/sr15/
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　とろけるような柔らかい肌触り。初めてTAKEFUを手に
とった人は、それが竹100％で作られた繊維ということに
驚くだろう。竹は成長が早く、農薬を使う必要もないこと
から注目を浴びている。
　竹が持つ天然の抗菌力を発見し、それを活かして作られ
たのがTAKEFUガーゼ「守布」（まもりぬの）だ。2018
年1月に医療ガーゼとして登録された。医療用としてはも
ちろん、お菓子作りや赤ちゃんの沐浴、メイク落とし等、美
容や介護など、用途に応
じてカットして使える。
普段使いとしても、もし
もの時のためにも。いつ
も手元に置いておきたい。

　環境リレーションズ研究所の「プレゼントツリー」は、
大切な人や自分自身のために記念樹を植えて、少子高齢化
が進む地域の森林再生と地域振興につなげるプロジェクト
だ。
　自然災害により被害を受けた森林や、放棄された人工林
皆伐跡地など全国26か所※に、コナラやアカガシなどその
土地にあった樹を選んで植栽し、天然林に近い形に戻して
いく。大切に育てた森は丈夫に育ち、例えば植栽地の一つ
である熊本県球磨村に在
るプレゼントツリーの森
は、台風に襲われた際も
土砂崩れが起きなかった
という。
　今年は是非、樹をプレ
ゼントしてみよう。

　気候変動は私達人類への脅威であり、早急な行動が求め
られている。
　この映画に出てくるのは、気候変動に本気で立ち向かう
人々だ。若手の気候活動リーダーである、17歳の先住民で
ヒップホップ・アーティストのシューテスカット･マルテ
ィネスや、孫の世代のために藁を活用したバイオマス発電
を実用化した発明家エディ・クラウスなど、様々な人物が
登場する。自分の決めた信念に従って粘り強く行動を続け
る、彼らの姿に心を動かされる。

　何もせずに状況が改善する
ことはないだろう。彼らのよ
うに、自分の場所で勇敢に行
動を開始したい。

　気候変動の影響は、私たちの生活の様々なところに現れ
ている。例えば大型台風による自然災害や、気温上昇によ
る農作物への影響などだ。そこで、「緩和策」と呼ばれる温
室効果ガスの削減などに加えて、既に起こりつつある気候
変動の影響への「適応策」が重要だ。
　サイト「気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT）」
では、気候変動の観測・予測データから「適応」の取組ま
で、様々な情報が集約されている。例えば「適応策データ
ベース」では、全世界の国や自治体、事業者等による適応
の取組事例を見ることができる。是非一度覗いてみてはい
かがだろうか。

竹からうまれた優しい布
「TAKEFU」

気候変動を阻止するために制作した
渾身のドキュメンタリー

気候変動の「影響」と「適応」に
関する情報はここで調べてみよう

人生の記念日に樹を植えよう

モノ・コトもっと知りたい

Goods

Movie

Activity

Website

「気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT）」
https://adaptation-platform.nies.go.jp/

Present Tree
認定NPO法人環境リレーションズ研究所
https://presenttree.jp/index.html

（※2019年12月現在。）

TAKEFU GAUZE「守布」
（Mamorinuno）
株式会社ナファ生活研究所
1,500円（税込1,650円）

（一社）災害防止研究所が2019年に開催した
防災グッズ展において「防災グッズ大賞2019（部門別）」
の大賞受賞。
http://www.takefu-shop.com/?pid=117834548

『気候戦士 ～クライメート・
ウォーリアーズ～』
2018年/86分
監督：カール-A・フェヒナー
共同監督：ニコライ・ニーマン
制作：フェヒナー・メディア
配給：ユナイテッドピープル
http://unitedpeople.jp/climate/

［つな環］第35号　気候危機時代の防災14



TSUNAKAN Interview
より良い社会づくりの現場から

浜通り合衆国の様子（2019/11/30）

―未来会議とはどのような取り組み
ですか。
　2011年の東日本大震災で、福島県

いわき市は地震の直接的被害だけでな

く、津波と原発事故という大きく長期

的な社会問題に直面しました。人口増

加やコミュニティの混在により分断が

深まるなど、多くの課題が噴出しどう

にかならないかと考えたとき、「対話こ

そ今の私たちに必要なのではないか」

と始まった対話の場が「未来会議」で

す。この会議で最も大切にしているの

は「ワールド・カフェ」という手法で

す。これは意見の一致や同じものを目

指すような、いわゆる合意形成を図る

ものではなく、誰もが安心して参加で

きるよう「相手の話を否定しない」「ひ

とつの結論に決めつけない」というも

のです。

―震災後の複雑な状況の中で、どの
ような対話の場づくりを意識されてい
ますか。
　原発事故以降、さまざまな意見の相

違が表面化しました。移住者や避難者

を受け入れているいわき市では、復興

や賠償のあり方に対する考えの違いが、

他者への偏見や差別感情を引き起こし

ていました。それに対してはまず、客

観的事実を伝えることが大切だと考え

ています。その上で、一緒に未来を考

えましょうと寄り添うことを心掛けて

います。「未来会議」は自由に話せる場

であるがゆえに、異なる立場、考え方

からの意見により、私自身も含め誰か

が傷つくこともありました。しかし、

意見の相違こそ対話の財産と捉え、参

加者が「違い」に気が付くことが社会

を変えていく力になっていくと思って

います。「人は一人ひとりが尊厳を持っ

て生きている」のですから、

対話を無視した合意形成は

考えにくいと思います。

―様々なスタイルの「未
来会議」があるそうですね。
　はい、例えばゲストを1

人お呼びして、その人の生

き方に寄り添うトークイベ

ント「MIRAI BAR」があ

ります。深夜のバーのよう

な雰囲気です。このような

緩やかな繋がりもあるということを伝

えたいという思いで定期的に開催して

います。また最近は「浜通り合衆国」

（※「浜通り」は福島県東部地域のこ

と）を開催しています。これは浜通り

という地域の未来と、現状の問題を共

有したくて始めた自治体の壁を超えた

会議です。放射能に対する認識の違い

や、安心安全の議論では先に進めない

こともありますが、誰かの意見に耳を

傾けると、自分の状況を受け止められ

るようにもなります。

　未来会議は、30年、40年先も地域

に寄り添い、未来に向けての対話の場

を育てることを目標とし、これからも

人と人とをつなぐ輪となるような活動

を続けていきたいと思っています。

対話で育てる
未来の種「未来会議」
未来会議事務局長、いわき法律事務所弁護士

菅波香織氏

福島県いわき市生まれ。1998年東京大学工学
部化学システム工学科卒業。化学メーカーで研
究員として勤務後、2007年弁護士登録。現在は、
弁護士法人いわき法律事務所に所属し、未来会
議事務局長をつとめる。福島県都市計画審議
会委員、いわき市いじめ問題対策委員会委員、
福島県弁護士会子どもの権利委員会委員、未
来会議事務局長はまどおり大学代表　等。いわ
き市子ども子育て会議委員、いわき市中心市街
地活性化協議会（平地区）委員。5児の母。趣
味はベリーダンス。

菅波香織（すがなみ　かおり）
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　UNDB-Jでは「未来へつなぐ『国連生
物多様性の10 年』せいかリレー」キャ
ンペーンを実施しています。生物多様性
の世界目標である「愛知目標」の目標年
であり、「国連生物多様性の10年」の最
終年でもある2020年に開催される生物
多様性に関連するイベント等を応援する
取組です。下記サイトより参加登録頂く
と、イベント開催告知をUNDB-J特設ウェブサイトに掲載し、SNS等で発信しま
す。届いた開催結果は2020年秋の生物多様性条約COP15の国際会議イベント等
で発信します。� http://undb.jp/seika/

2020年3月発行
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デザイン：安食正之（北路社）
印刷：光写真印刷株式会社

GEOC/EPOからのお知らせ

「つな環」はインターネットからもご覧いただけます。
http://www.geoc.jp/information/tsunakan

つな環編集部 星野智子、尾山優子、指澤佳代、江口健介、浦林貴子、今井麻希子（順不同）

つな環

第35号

気候変動適応のための
「見える化」について考える

原 理史（環境省中部環境パートナーシップオフィス）

全国8カ所に設置された
環境パートナーシップオフィス（EPO）の活動

　令和元年10月12日～ 13日に来
襲した台風は全国で記録的な大雨と
なり、甚大な被害をもたらした。長
野県でも千曲川の堤防決壊により、
新幹線が冠水被害する映像がニュー
スで流れ、度肝を抜かれた記憶が
生々しい。長野市に住んでいる知人
からは、「家の前の道の向こう側ま
で水につかりましたわ。ハザードマ
ップどおりで。」との話も聞いている。
このような気象災害はこの数年間毎
年のように起こっており、「異常気
象」が「日常」になるというウソの
ような話が現実化している。これに
対しては気象・環境情報の「見える
化」が進展している。例えばハザー
ドマップは災害リスク情報の「見え
る化」の一例である。また気象情報
の将来予測をサイト「気候変動適応

情報プラットフォーム」で
入手することもできる。
　問題はこのような情報を
有効活用する方法である。
そこでは市民が構成する地
域社会の営みの中でこれら
の情報を「我が事化」する
ことが必要となる。どのよ
うに使ってどのように役立てるかは
それぞれの地域で様々な方法がある
ので、情報の使い方自体の「見える
化」も必要となろう。その際に気
象・環境情報が使いにくい場合は、
より使いやすい「見える化」情報を
発信者に要望する必要も出てくる。
また有効活用のためには、前提とし
て地域社会の営みそのものを「見え
る化」しておく必要があるかもしれ
ない。こうした情報と地域社会の接

点の作り方は非常に重要で、「見え
る化」はEPOが関わる今後の地域
づくりにおいて大きな課題と考える
今日この頃である。

民間環境コンサルタントを経て一般社団法人環
境創造研究センター（愛知県温暖化防止活動
推進センター）に所属。2013年より中部大学
中部高等学術研究所に在籍、環境コミュニケー
ション研究を継続。2018年よりEPO中部を兼務。

環境省
環境省中部環境パートナーシップオフィス
原 理史（はら まさし）

つながるEPOネットワーク

ハザードマップ名古屋市中区部分 

つ な ぐ 環 境 パ ー ト ナ ー シ ッ プ


